


















































































































































































































































































































月間労働時間 年間労働時間 ノfー トタイム
従業者規模
月所定内｜月所定外｜月総労働年所定内｜年所定外｜年総労働 比率ω
5人以上 計 156.3 12.3 168.6 1875.6 147. 6 2023.2 12.8 
男子 161. 9 16.4 178.3 1942.8 196.8 2139.6 4.3 
女子 147.1 5.6 152. 7 1765.2 67.2 1832.4 26. 7 
500～ 999人 計 149. 9 17.3 167.2 1798.8 207.6 2006.4 6.3 
男子 152. 2 21. 0 173.2 1826.4 252.0 2078.4 1.5 
女子 144. 7 9.2 153.9 1736.4 110.4 1846.8 16.8 
100～ 499人 計 152.7 15.1 167. 8 1832.4 181. 2 2013.6 9.6 
男子 156.1 19.6 175.7 1873.2 235.2 2108.4 2. 7 
女子 146. 7 7.1 153.8 1760.4 85.2 1845.6 21. 7 
30 ～ 99人 計 155.5 12.2 167. 7 1866.0 146.4 2012.4 12.4 
男子 161. 4 16.3 177.7 1936.8 195.6 2132.4 4.4 
女子 146.2 5. 7 151. 9 1754.4 68.4 1822.8 25.1 
5 ～ 29人 計 160.5 8.9 169.4 1926.0 106.8 2032.8 18.2 
男子 169.6 12.3 181. 9 2035.2 147.6 2182.8 6.3 
女子 148.2 4.2 152.4 1778.4 50.4 1828.8 32.0 




















































































































! 2五時日瓦i1~働時議 i点目 I~品首










［ ｜開 ｜ 品労富 if自
計 45.0 192.9 2314.3 
全産業男子 49.4 211. 7 2540.6 
女子 38.5 165.0 1980.0 
47.5 203.6 2443.9 
49.8 213.4 2561. 1 
女子 36.2 155.1 1861. 7 
45.0 192.9 2314. 3 
製造業 49.2 210.9 2530.3 
女子 38.5 165.0 1980.0 
計 46.7 200.1 2401. 7 
流通・商業男子 53.2 228.0 2736.0 
女子 40.1 171. 9 2062.3 
計 43.0 184.3 2211. 4 
サー ビス業男子 47.6 204.0 2448.0 
女子 38.4 164.6 1974.9 
45.3 194.1 2329. 7 
1～29人男子 50.8 217.7 2612.6 
女子 38.1 163.3 1959.4 
計 46.6 199.7 2396.6 
30～99人男子 50.6 216.9 2602.3 
女子 40.5 173.6 2082.9 
計 46.4 198.9 2386.3 
100～499人男子 49.9 213.9 2566.3 
女子 40.6 174.0 2088.0 
計 45.2 193. 7 2324.6 
500人以上男子 48.3 207.0 2484.0 





















































規 模 2090 2163 
100人未満 2100 2204 
100～299人 2100 2175 
300～999人 2090 2156 






規 模 百十 2092 176 2268 
1 ～ 9人 2189 110 2299 
10 ～ 30人 2119 181 2300 
31 ～100人 2075 186 2261 
101～300人 2037 199 2236 




























































通所定 週所定外｜週総労働時間｜ 年所定 年所定外｜年総労働時間
全産業 44.0 
建設業 45.5 5.3 
製造業 43.0 5.5 
流通・商業 44.0 5.3 
サー ピス業 43.9 6. 1 
20人未満 44.8 5.1 
20～49人 44.0 5.8 
50～99人 43.1 5.7 

























11) 『1992年同友会特別調査報告 CD0 R ）~， 
中小企業家同友会全国協議会， 1992年7月。
2128.4 2354.8 
50.8 2186.3 236.2 2422.6 
48.5 2094.2 230.7 2324.9 
49. 7 2147.7 208.6 2356.3 
50.0 2117.1 241. 3 2357.4 
2146.8 215. 7 2362.5 
49.8 2128.5 236.7 2365.2 
48.8 2115. 4 215.7 2331. 1 
47.8 2082.6 248.9 2331.5 
外40分が想定されており，正規従業者を対象
とした労働時間日標であることがわかる。し
かし，他方，国民生活部会は， 1800労働時間
達成の現実性について次のようにhづ。すな
わち， 87年の現状が年2111時間（所定内1933.
時間，所定外178時同〉であるので，所定で
279時間，所定外で31時間短縮すれば1800時
間が達成できる，と。実は，この87年の数字
が，ほかならぬ『毎勤』の結果である。正規
従業者の労働時間の短縮を問題にレていなが
ら，このように実際の場面ではパートを含め
た数字が用いられるのである。これは，国民
生活部会のみでなく，政府の時短論議全般に
おいてそうであり，すでにみたように，今回
の『生活大国5か年計画J策定に際してもま
ったく変わるところがなかった。
政府が『毎勤』の結果を用いるのは， 『毎
勤』が速報性に優れているからだけではけっ
してなく，おそらくは，次のような政策判断
が根底にあるからである。「今後は，従来の
ように基幹労働者＝フルタイムワーカーとい
う考え方に立つのではなく，高齢者・女性を
含む短時間労働者により責任のある実質的な
職務を分担させることにより，フルタイムと
短時間労働者をうまく組み合わせた，勤労者
が様々な時間選択を持ち得る体制を作ってい
く必要がある加。J
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このように，政府は，短時間労働者の市場
整備の問題もあわせて提起しているのである。
しかし，労働時間想縮の問題そのものは，あ
くまでもフルタイムのE規従業者の労働時聞
の問題として考えていくのでなければならな
L、。そして，政府はそれにふさわしい統計で
労働時間を計るのでなければならない。それ
がなされて，はじめて，短時間労働者の市場
整備の問題も，より明確な課題として位置づ
けられることになるのである。 『毎勤』の結
12）通産省産業政策局編『時短リストラの時代』，
通商産業調査会， 1992:¥4月。
果のみで労働時聞を計るとL、うことは，労働
時間短縮の問題と短時間労働市場整備の問題
の関係をかえって暖味にすることになる。
政府の時短政策の最大の問題は，正規従業
者の労働時間短縮の問題としてきちんと位置
づけず， したがって，それにふさわしい統計
で時短の進捗状況をとらえようとしていない
点にある。パートタイマーの労働時聞を含め
た平均値である『毎勤』の結果をどう引き下
げるかよりも， 『賃金センサス』で示されて
いる，年間総労働時間2508時間（中卒， 20～
25歳）としづ実態をどうするかの方がはるか
に重要である。
(1993年1月5日〕
